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月刊「あったかいご通信」を発行する弊社は、毎月、業界の最新情報や成功事例をお届けしま

す。業界全般の最新情報や経営のコツ、利用者募集や人材マネジメントなどリクエストも大歓

迎です！
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障害者総合支援法など
一括改正法が成立
居住、就労を多様化

障害者総合支援法など８法の一括改
正法が１２月１０日、参議院本会議で
与党などの賛成多数で可決された。障
害者の住まいや働き方の幅を広げるこ
とが柱。精神保健福祉法の改正事項も
含め、都道府県・市町村の力量に委ね
るものが多く、改正事項が適切に運用
されるか不安視する声が相次いだ。８
日の参院厚生労働委員会では３５項目
の付帯決議が付いた。施行は一部を除
き２０２４年４月１日。

改正法案は障害者総合支援法、障害
者雇用促進法、精神保健福祉法などを
束ねた。総合支援法は障害者のグルー
プホーム（ＧＨ）の定義を変える。

入居者のうち希望する人がアパート
などでの暮らしに移れるよう支援する
こと、移行後の定着を支えることを支
援内容に追加する。

就労については、働き方の選択を支
える新サービス「就労選択支援」を創
設する。短時間（週１０～２０時間未
満）なら働ける精神障害者らを雇う企
業のメリットになるよう、障害者雇用
促進法に特例を設けて雇用率への算定
を認める。

これらは障害者が福祉サービスの枠
にとどまらないよう、住まいや働き方
の多様化を進めると評価できる半面、
福祉からの離脱促進ともとれる。

障害者総合支援法の改正は注目の集
まるトピックスだ。重度化や医療対応
の方向性に加え、軽度な方へのサービ
スの拡充も見られており、より多様な
福祉サービスの展開が求められている
だろう。
福祉事業開業のご相談は弊社まで。
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